（様式７）【省令様式第５号の３（省令第８条の38の５第５項関係）】

	申請に係る産業廃棄物の収集、運搬又は処分の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法

	内　　　　　訳
	金　　　　　　　額（千円）

	資　金　の　総　額
	

	
	土地
	

	
	事務所
	

	
	収集運搬車両
	

	
	積替保管施設
	

	
	処理施設
	

	
	
	

	
	
	

	調



達



方



法
	自己資金
	

	
	借入金
	

	
	（借入先名）
	

	
	
	

	
	
	

	
	その他
	

	
	増資
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考　内訳欄の事項については、事業計画に応じ適宜変更すること。
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（様式８）【省令様式第５号の３（省令第８条の38の５第５項関係）】

誓　　約　　書


　申請者のうち当該申請に係る産業廃棄物の収集、運搬又は処分を行う者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第５項第２号イからニまで及びヘに該当しない者であること並びに廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第８条の38の３第８号に適合する者であることを誓約します。




年　　　月　　　日


　長野県知事　様



提出者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所

　名称

代表者の氏名
　
　電話番号



（様式９）【要領様式第14号】

長　期　的　財　務　計　画　書

年　　月　　日

申請者
住　所　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名

１　・繰越利益剰余金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　（　　年　　月　　日現在）
　　　（次期への繰越損失がある場合又は債務超過の場合）
　　・経常損失金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　（　　年　　月　　日現在）
　　　（３年間の平均経常損益が赤字、かつ直前の経常損益が赤字の場合）

２　・繰越損失金が発生した理由

　　・経常損失金


３　今後の事業改善計画


４　今後の収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：　　　　）
	
	第　　期（　　～　　）
	第　　期（　　～　　）
	第　　期（　　～　　）

	売上高
	
	
	

	売上原価
	
	
	

	売上総利益
	
	
	

	販売費及び一般管理費
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	営業外利益
	
	
	

	営業外費用
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	特別利益
	
	
	

	特別損失
	
	
	

	税引前当期利益
	
	
	

	
	
	
	

	繰越利益剰余金額
	
	
	


※　繰越損失又は経常損失が解消する時期まで記載すること。
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（様式10）【要領様式第12号】

「二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例」に係る帳簿の様式及び管理方法

	帳簿の管理責任者
	職　　名
	
	氏　　名
	

	帳簿の保存場所
	

	帳簿の様式（帳簿の様式を記載又は貼付すること（別紙としても可））



























	帳簿の管理方法（帳簿の記載方法、閉鎖期間、保存期間等について記入すること）













（注）法律第12条第13項（省令第８条の５）の規定に基づき、記載する帳簿及び一定期間保存する方法について具体的に記載すること。
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（様式11）【要領様式第13号】

添　付　書　類　の　省　略　に　つ　い　て

申請者
住　所
名　称
代表者の氏名

住　所
名　称
代表者の氏名


二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例（新規認定申請・ 変更認定申請・認定変更届）にあたって、下記の○を付した添付書類については、　　　
・　　年　　月　　日付けで提出した二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定事前確認手続依頼書
・　　年　　月　　日付けで提出した二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例（ 新規・変更 ）認定申請書
・　　年　　月　　日付けで提出した二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定変更届出書
の内容と変更がありませんので添付を省略します。


　１　事業計画の概要を記載した書類
２  事業本拠地の所在を示す略図
３  収集運搬施設の概要を示す書類（ただし、車検証のコピーを除く。）
４  積替保管施設の概要を示す書類
５  駐車場の概要を示す書類
６　事業の用に供する施設の構造を明らかにする書類、最終処分場にあっては、埋立処分地の周囲の地形・地質及び地下水の状況を明らかにする書類及び図面
７　公図の写し及び不動産登記の登記事項証明書又は土地を使用する権原を有することを証する書類及び施設を使用する権原を有することを証する書類
８　処理後に排出される産業廃棄物の種類、量及びその処分方法を記載した書類
９　業務を行うに足りる技術的能力を説明する書類
10　事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類
11　直前３年の貸借対照表、損益計算書等及び納税証明書
12　定款又は寄附行為及び商業・法人登記の登記事項証明書
13　申請者又は法人役員等の住民票の写し及び後見等登記事項証明書等
14　申請者が法第14条第５項第２号イからヘまでに該当しない者であることを誓約する書面
15　帳簿の様式及びその管理方法を記載した書類
16　特別管理産業廃棄物の性状の分析を行う設備の概要を記載した書類
17　特別管理産業廃棄物の性状の分析を行う者が当該分析について十分な知識及び技能を有することを証する書類

（注１）省略される書類が添付されている申請書等について、適宜追記してください。
（注２）該当する番号を○で囲んでください。（省略が可能な添付書類については申請の手引をご確認ください。）
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（様式12）【要領様式第15号】

役員等の変更に係る新旧対照表

※　役員、相談役、顧問、法定代理人、政令で定める使用人および100分の５以上出資している者の変更について記載すること。

	新　　役　　員　　等
	旧　　役　　員　　等

	役　職　名
	氏　　　　名
	出資の割合
	役　職　名
	氏　　　　名
	出資の割合

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注１）新旧ともに全ての役員を記載すること。
（注２）新任者及び退任者については、その旨カッコ書きで記入すること。


(様式13)【要領様式第16号】

申請手数料の電子納付に係る申出書

年　　月　　日


長野県知事　　様
電子納付申請者
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては、主たる事務所の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地、名称及び代表者の氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　下記の申請において、申請手数料をながの電子申請サービスにより納付することを申し出ます。



記

１　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく各種申請
	※
	申請内容
	手数料（円）

	
	(1)
	二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の新規認定
	147,000

	
	(2)
	二以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の変更認定
	134,000


※該当する申請に〇を記載。
※一の申請手数料につき、一の申出となりますので、記載する〇は一つのみとしてください。




２　認定申請者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）
　　※電子納付申請者と認定申請者が異なる場合のみ記入してください。




















